
４２０１５年７月号

占冠村人事行政の運営等の状況の公表に関

する条例に基づき、職員の給与の状況等をお

知らせします。

村職員の

給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与与のののののののののののののののののののののの状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状給与の状況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況

計１級２級３級４級５級６級区分

―
主事

事務補
主事

係長

主査・主任

主幹

係長・主査

課長

主幹

課長

主幹

標準的

な職務

５５人１０人３人１人１３人１４人１４人職員数

１００.０％１８.２％５.４％１.８％２３.６％２５.５％２５.５％構成比

過等級別職員数の状況 （平成２７年４月１日現在）

課職員給与費の状況

一人当たり

給与費

（Ｂ/Ａ）

給 与 費
職員数
（Ａ）

年度
計（Ｂ）諸手当期末・勤勉手当給 料

５９４３２,０９３３,５８９７,２０２２１,３０２５４人平成２６

５９６３４,５７６４,０４６７,９３３２２,５９７５８人平成２７

（単位：万円）

＊職員数は平成２７年度当初予算の人数です。（特別職を含む）

嘩職員の平均給料月額･平均年齢状況

平均年齢平均給料額区 分

３９.３歳３１３,５００円一般行政職

採用２年経過給与月額初任給区 分

１８７,７００円１７４,２００円大学卒業一 般

行政職 １５０,５００円１４２,１００円高校卒業

貨初任給と採用２年経過の給与月額
（平成２７年４月１日現在）

迦職員手当の状況

（支給率） 自己都合 定 年
勤続２０年 ････ ２０.４４５月分 ２５.５５６２５月分
勤続３０年 ････ ３６.１０５月分 ４２.４１２５月分
勤続３５年 ････ ４１.３２５月分 ４９.５９月分
最高限度 ････ ４９.５９月分 ４９.５９月分

退職手当

期末・勤勉

手 当

◎配偶者 １３,０００円
◎配偶者以外 １６,５００円
◎１人（配偶者なし） １１１,０００円
◎特定期間の加算 １５,０００円

扶養手当

片道通勤距離２km超の者で、交通機関等利用通勤手当

借家で、１２,０００円を超える家賃を支払っている職員住宅手当

計勤 勉期 末

１.９７５月分０.７５月分１.２２５月分６月期

２.１２５月分０.７５月分１.３７５月分１２月期

４.１０月分１.５０月分２.６０月分計

（平成２７年４月１日現在）

本年度に限り職制上の段階、職務の級などによる加算措置なし。



５ ２０１５年７月号

５
月

日
、
国
民
健
康
保
険
運

２７

営
協
議
会
が
開
催
さ
れ
、
国
民
健

康
保
険
事
業
の
平
成

年
度
実

２６

績
見
込
み
を
確
認
し
、
平
成

年
２７

度
の
税
率
に
つ
い
て
協
議
し
ま

し
た
。
加
入
者
数
や
所
得
額
等

か
ら
税
額
試
算
し
た
金
額
を
比

較
し
た
結
果
、
税
率
改
正
は
行
わ

ず
前
年
同
様
と
す
る
こ
と
で
決

定
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成

年
度
税
制
改
正

２７

に
伴
い
占
冠
村
国
民
健
康
保
険

税
の
改
正
に
つ
い
て
、
課
税
限
度

額
の
引
き
上
げ
並
び
に
低
所
得

者
に
係
る
保
険
税
軽
減
の
拡
充

に
つ
い
て
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

【
税
率
】

国
民
健
康
保
険
税
は
世
帯
主

に
課
税
さ
れ
、
医
療
分
、
後
期
高

齢
支
援
分
、
介
護
分
に
分
か
れ
て

い
ま
す
。
課
税
さ
れ
る
対
象
は
、

所
得
や
資
産
、
加
入
人
数
で
、
次

の
表
に
よ
り
計
算
し
ま
す
。

【
税
の
軽
減
】

世
帯
の
所
得
合
計
額
が
次
の

表
に
示
す
額
以
下
の
場
合
、
均
等

割
と
平
等
割
の
額
か
ら
そ
れ
ぞ

れ
軽
減
割
合
を
乗
じ
た
額
を
減

額
し
ま
す
。

【
解
雇
な
ど
に
よ
り
失
業
し
た
方

の
国
民
健
康
保
険
税
額
を
軽
減

す
る
制
度
】

平
成

年
度
か
ら
、
倒
産
・
解

２２

雇
な
ど
に
よ
る
失
業
、
雇
い
止
め

や
雇
用
期
間
満
了
な
ど
で
離
職

を
余
儀
な
く
さ
れ
た

歳
未
満

６５

の
方
に
対
し
て
、
国
民
健
康
保
険

税
額
を
軽
減
す
る
制
度
が
設
け

ら
れ
ま
し
た
。

軽
減
を
受
け
る
た
め
に
は
申

請
が
必
要
で
す
。
雇
用
保
険
受

給
資
格
者
証
と
印
鑑
を
持
参
の

う
え
、
総
務
課
税
務
担
当
で
手
続

き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

支
払
い
が
困
難
な
方
は

ご
相
談
く
だ
さ
い

国
民
健
康
保
険
税
は
３
回
に

分
け
て
納
め
て
も
ら
う
よ
う
通

知
し
て
い
ま
す
が
、
支
払
い
が
困

難
な
場
合
は
、
実
情
に
応
じ
た
支

払
い
方
法
の
相
談
を
受
け
付
け

ま
す
の
で
、
お
早
め
に
税
務
担
当

へ
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

国
民
健
康
保
険
税
の
納
付
が

な
い
場
合
、
国
民
健
康
保
険
の
給

付
の
差
し
止
め
を
し
た
り
、
い
っ

た
ん
医
療
費
を
全
額
自
己
負
担

し
て
い
た
だ
く
と
い
う
措
置
を

と
ら
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
税
は

期
日
ま
で
に
納
め
ま
し
ょ
う

国
民
健
康
保
険
と
は
国
民
健

康
保
険
に
加
入
す
る
皆
さ
ん
が

全
員
で
お
金
を
出
し
合
い
、
病
気

や
ケ
ガ
を
し
て
病
院
に
か
か
っ

た
と
き
の
医
療
費
に
あ
て
る
助

け
合
い
の
制
度
で
す
。

皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ

く
国
民
健
康
保
険
税
は
、
国
民
健

康
保
険
制
度
、
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
、
介
護
保
険
制
度
を
支
え
る

大
切
な
財
源
で
す
。

皆
さ
ん
が
安
心
し
て
医
療
を

受
け
ら
れ
る
よ
う
、
国
民
健
康
保

険
税
は
必
ず
納
め
ま
し
ょ
う
。

口
座
振
替
を
希
望
さ
れ
る
方

は
、
担
当
ま
で
ご
連
絡
く
だ
さ

い
。

◆
国
民
健
康
保
険
税
に
関
す
る

お
問
い
合
せ

総
務
課
税
務
担
当

電
話

‐
２
１
２
５

５６

◆
各
種
届
出
や
給
付
に
関
す
る

お
問
い
合
せ

保
健
福
祉
課
国
保
医
療
担
当

電
話

‐
２
１
２
２

５６

※世帯単位で課税するため、世帯主が他の健康保険に加入していても、世帯主あてに納税
通知書を送ります。その場合、世帯主の所得等は計算されません。

※介護分は４０歳から６４歳までの加入者に対し計算されます。
※７５歳から後期高齢者医療保険に移行することになりますが、移行することによって国民
健康保険が単身世帯となる場合は、平等割を５年間１/２とし、６年目から８年目まで
を１/４軽減します。

介護分後期高齢支援分医療分課 税 区 分

１.００％１.８０％４.９０％所得金額－３３万円（基礎控除）×税率所得割

８.００％１４.００％３８.００％固定資産税（土地・家屋）×税率資産割

５,２００円５,７００円１６,０００円加入者の人数×金額均等割

４,４００円７,９００円２２,３００円一世帯の金額平等割

１６万円１７万円５２万円平成２７年度税制改正後課税限度額

平成２１年３月３１日以降に離職された方で、雇
用保険受給資格者証の離職理由が特定受給資
格者および特定理由離職者と認定された方

対象者

離職日の翌日の属する月から、その月の属す
る年度の翌年度末まで

軽減される

期間

軽減対象期間の税額算定において、該当者の
前年の給与所得を１００分の３０とみなして所得
割を算定します。

軽減方法

平
成

年
度

２７

国
民
健
康
保
険

税
の
概
要
を
お

知
ら
せ
し
ま
す

国民健康保険の財源構成
（平成２６年度決算見込額）

軽減割合世帯の所得合計額

７割３３０,０００円

５割３３０,０００円＋（２６０,０００円×加入者数）

２割３３０,０００円＋（４７０,０００円×加入者数）

※国保から後期高齢者医療に移行した者を含んで算
定します。
平成２７年度から国の制度改正により、５割と２割

の軽減対象となる所得基準額を引き上げることで軽
減対象世帯が拡充されます。

１５％国民健康保険税

２２％国庫支出金

１％療養給付費交付金

１７％前期高齢者交付金

６％道支出金

３９％その他


